
 

2019年５月 10日 

各  位 

会 社 名       トナミホールディングス株式会社 

代 表 者 名       代表取締役社長             綿貫  勝介 

（コード番号  ９０７０  東証第 1部） 

お問合せ先 取締役 財務部長   輪達 光春 

                                                   （ＴＥＬ   0766 － 32 － 1073） 

 

(訂正)「平成 30年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の 

一部訂正に関するお知らせ 
 

 

当社は、2018年５月 11日に発表いたしました「平成 30年３月期 決算短信〔日本基準〕

（連結）」につきまして一部訂正がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。数

値データについての訂正はありません。 

なお、訂正箇所は下線を付しております。 

 

記 

 

１．訂正理由 

連結キャッシュ・フロー計算書の記載に一部誤りがありましたので訂正を行うものです。 

 

２．訂正箇所 

[サマリー情報] 

１．平成 30年３月期の連結業績（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日） 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

（訂正前） 

 営業活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

投資活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

財務活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 

30年３月期 

29年３月期 

百万円 

8,777 

8,907 

百万円 

△2,820 

△3,388 

百万円 

△4,266 

△3,305 

百万円 

17,262 

15,571 

 

（訂正後） 

 営業活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

投資活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

財務活動による 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 

30年３月期 

29年３月期 

百万円 

8,846 

8,907 

百万円 

△2,888 

△3,388 

百万円 

△4,266 

△3,305 

百万円 

17,262 

15,571 

 

 



[添付資料３ページ] 

１．経営成績等の概況 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

  （訂正前） 

  （イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは 8,777 百万円の収入となり、前連結会計年

度に比べて 129 百万円減少しました。これは主に税金等調整前当期純利益 5,268

百万円、売上債権の増加 1,114 百万円、法人税等の支払 2,312 百万円あったこと

などによります。 

 

  （ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは 2,820 百万円の支出となり、前連結会計年

度に比べて 568 百万円減少しました。これは主に有形固定資産の取得による支出

が 2,775 百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が 198 百

万円あったことなどによります。 

 

  （訂正後） 

  （イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは 8,846 百万円の収入となり、前連結会計年

度に比べて 60 百万円減少しました。これは主に税金等調整前当期純利益 5,268 百

万円、売上債権の増加 1,114 百万円、法人税等の支払 2,312 百万円あったことな

どによります。 

 

  （ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは 2,888 百万円の支出となり、前連結会計年

度に比べて 500 百万円減少しました。これは主に有形固定資産の取得による支出

が 2,775 百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が 198 百

万円あったことなどによります。 
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３．連結財務諸表及び注記表 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  （訂正前） 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 5,206 5,268 

 減価償却費 4,939 5,089 

 減損損失 56 95 

 のれん減損損失 － 639 

 有形固定資産除売却損益（△は益） △54 △87 

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 0 

 投資有価証券評価損益（△は益） 128 120 

 ゴルフ会員権評価損 26 0 

 のれん償却額 103 203 

 持分法による投資損益（△は益） △19 △123 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 83 34 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 110 17 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40 0 

 賞与引当金の増減額（△は減少） 78 68 

 受取利息及び受取配当金 △313 △348 

 支払利息 237 219 

 売上債権の増減額（△は増加） △102 △1,114 

 たな卸資産の増減額（△は増加） 61 18 

 仕入債務の増減額（△は減少） 741 342 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △95 97 

 その他 △101 418 

 小計 11,128 10,961 

 利息及び配当金の受取額 313 348 

 利息の支払額 △236 △219 

 法人税等の支払額 △2,298 △2,312 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,907 8,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △22 △22 

 定期預金の払戻による収入 23 22 

 有形固定資産の取得による支出 △1,781 △2,775 

 有形固定資産の売却による収入 164 253 

 投資有価証券の取得による支出 △54 △21 

 投資有価証券の売却による収入 2 21 

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出 

△1,544 △198 

 貸付けによる支出 △280 △314 

 貸付金の回収による収入 297 275 

 その他 △192 △60 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,388 △2,820 

 

 

 

 

 

 



（訂正後） 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 5,206 5,268 

 減価償却費 4,939 5,089 

 減損損失 56 163 

 のれん減損損失 － 639 

 有形固定資産除売却損益（△は益） △54 △87 

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 0 

 投資有価証券評価損益（△は益） 128 120 

 ゴルフ会員権評価損 26 0 

 のれん償却額 103 203 

 持分法による投資損益（△は益） △19 △123 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 83 34 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 110 17 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40 0 

 賞与引当金の増減額（△は減少） 78 68 

 受取利息及び受取配当金 △313 △348 

 支払利息 237 219 

 売上債権の増減額（△は増加） △102 △1,114 

 たな卸資産の増減額（△は増加） 61 18 

 仕入債務の増減額（△は減少） 741 342 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △95 97 

 その他 △101 418 

 小計 11,128 11,030 

 利息及び配当金の受取額 313 348 

 利息の支払額 △236 △219 

 法人税等の支払額 △2,298 △2,312 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,907 8,846 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △22 △22 

 定期預金の払戻による収入 23 22 

 有形固定資産の取得による支出 △1,781 △2,775 

 有形固定資産の売却による収入 164 184 

 投資有価証券の取得による支出 △54 △21 

 投資有価証券の売却による収入 2 21 

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出 

※2 △1,544 ※2 △198 

 貸付けによる支出 △280 △314 

 貸付金の回収による収入 297 275 

 その他 △192 △60 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,388 △2,888 
 
 

 

以上 

 


